



























なるO そこで政府公報紙を州分冊（fascicoliregionali）と国家公報紙CunBollettiono nazionale) 
に分けて， 公告の迅速化を図ったのが〔3〕で翻訳した1973年4月12日法律第256号である。同法









〔9〕 で翻訳した1977年12月16日法律第904号である。 委員会による改正作業としては Santoro-





なす1974年4月8日の緊急政令（decreto・legge）第95号（Rivistadelle societa, 197 4, p. 343 










の内容の規制の新設， ⑦取締役報告書（relazionedegli amministratori）の新設， ③新株引受権
の改正，③貯蓄株式（azionidi risparmio）の新設等。他方向法は，株式が取引所に上場されてい











della Borsa V alori）及び証券取引員役員会（ComitatoDirettivo degli Agenti di Cambia）の






















設立証書及び定款は、株式会社及び有限会社の政府公報紙（Bollettinoufficiale delle societa 







































































































































































〔コメント〕原文は Lexlegislazione italiana I Raccol ta cronologica an no L VI -1970, gennaio 
-giugno, p.321 e ss.によった。棒線は新設規定か又は改正された規定を示すO 本命令はEC閣僚
理事会が発した第1指令（directive（英・仏） , Richtlinie （独） , direttiva （伊〉〉を実施するた
め制定されたものである。既に向指令はドイツ（Gesetzzur Durchfiihrung der Ersten Richtlinie 
des Rates der Europanischen Gemeinschaften zur Koordinierung des Gesellschaftsrecht) , 
フランス (1’ordonnancen° 69・1176du 20 decembre 1969 et le dるcretn° 69-1177 du 24 dるcembre























の改正は， 第2452条ノ 2新設の当然の結果であり，第4項の新設は，指令第2条第1項 j号等に基
づくものである。第14条は，指令第2条第1項k号，第3条第4項の具体化である。第15条により















(testo unico delle leggi sul' esercizio delle assicurazioni private）の規則に服する保険企業に
よっても支払われなければならなし、。 しかし毎営業年度の貸借対照表の公告のための確定税額は添
付された別表d号に表示された額である。
文書の公告のために，上記の税の支払いは登記所の領収証（quietanza dell’ufficio del registro) 
又は登記所に登録された郵便当座勘定による支払受領証（ricevutadi versamento sul conto cor-















































国家公報紙は，産業・商業・中小企業省（Ministerodell' industria, del commercio e dell' 
artigianato）の配慮により公告される。
州分冊は，省の監視の下に州の首府の商業・産業・中小企業・農業会議所 (lacamera di com-
































12月29日共和国大統領命令第1127号第20条により修正された私法典実施規定（disposizioni per l’ 

















協同組合 (lesocieta cooperative）に関する文書の公告は，労働・社会保障省（Ministerodel 














〔コメ γ ト〕原文は， Rivistadelle societa, 1973, Anno XV I-Fasc. 3. p. 575 e s.による。
本法は1971年10月21日の会期に産業・商業・中小企業大臣により衆議院に提出された法案第3718号




















送付しなければならないの.circolare 20 aprile 1973 n. 2363/ c (prot. 305930) del Ministero, 
in Rivista delle societa, 1973, p. 580 ; circolare Assonime 19 lugio 1973, n. 119, in Rivista 












































































































































































































































































c）あらかじめ商学博士全国評議会（Consiglionazionale <lei dottori commercialisti）及び会

























































































〔コメント〕原文は Rivistadelle societa 1975, AnnoXX-Fasc. 3-4. p. 664-675; Codice 











































































































































〔コメント〕原文は Rivistadelle societa 1975. AnnoXX-Fasc. 3-4 p. 676-680 ; Codice 
〔資料〕イタリアの最近の会社法，証券取引法の改正 -131ー

















































































































内務大臣 (ilMinistro per l’interno）と一致して大蔵大臣の命令で上場を承認される。
外国の国家又は国際的法人 Centiinternazionali）により発行される証券は， 委員会の意見を聞




















































第14条（仲立手数料表（tariffe di mediazione) 
会社取引所国家委員会は， 証券取引員協会全国評議会の意見を聞いて， 1974年6月7日法律第
216号第1条下第3条 f号の意味の仲立手数料表を決定する。


















































〔コメント］原文は Rivistadelle societa, 1975, AnnoXX-Fasc. 3-4, p. 681-689 ; Codice 


































合には，正監査役のうち少なくとも 1名， そして正監査役が5名の場合には， 2人より少なくな
い正監査役を， 且つ何れの場合にも補充監査役 (isindici supplenti）の 1名は，公認会計士名簿










〔コメント〕原文はRivistadelle societa, anno 23° gennaio-febbraio 1978 fascicolo 1°, p.126 
-130. によった。 改正前の私法典では株式会社，株式合資会社の最少資本額は100万リラ (2327 
条， 2464条〉，有限会社のそれは50万リラ（2474条1項〉であった。これらの金額は貨幣価値の下
落の結果噺笑的 (irrisore）額となったので最少資本額を高めるべしとの議論がかなり以前から主張
されていた。本法はこれらの議論を立法化したものである。株式会社及び有限会社の最少資本額の
上昇に対応して有限会社の監査役会の設置が強制される資本額は， 100万リラから1億リラに（2488
条 1項〉，株式会社における監査役に公認会計士を強制する資本額は， 5,000万リラから5億リラ
に高められた（2397条2項〉。 1955年5月3日法律第428条唯1条は， 5億リラの会社の設立及び
資本増加に関して大蔵大臣の許可を得ることを強制していたが，本法により上記の額は20億リラに
高められた。
